
平成 18年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 18年 5月 24日

会   社   名       株式会社  足利銀行 本社所在都道府県　

栃木県

問合せ先  責任者役職名 執行役財務企画本部長

　　　　　　  氏　　        名　　　　掛川　清崇 TEL (028) 622 - 0111

決算取締役会開催日　　平成 18年 5月 24日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 18年 6月 27日 単元株制度採用の有無　　有（１単元　1,000株）

１. 18年  3月期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　経　常　収　益 　　　　経　常　利　益 　　　　当　期　純　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年  3月期 102,629 △ 7.6 43,146 5.5 160,396 31.5

17年  3月期 111,079 △14.8 40,882 － 121,996 －

  
１ 株 当 た り
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

経常収支率 預金残高

円　　銭 ％ ％ 百万円

18年  3月期 181.26 － 58.0 4,310,479

17年  3月期 137.86 － 63.2 4,360,095

(注)①期中平均株式数 18年  3月期   884,880,355 株　　　17年  3月期   884,880,355 株 

     ②会計処理の方法の変更 無

     ③経常収支率＝経常費用／経常収益×100

     ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年  3月期 普通株式 0.00 0.00 0.00 － － －

第一回甲種優先株式 0.00 0.00 0.00 －

第二回甲種優先株式 0.00 0.00 0.00 －

第一回乙種優先株式 0.00 0.00 0.00 －

17年  3月期 普通株式 0.00 0.00 0.00 － － －

第一回甲種優先株式 0.00 0.00 0.00 －

第二回甲種優先株式 0.00 0.00 0.00 －

第一回乙種優先株式 0.00 0.00 0.00 －

(3)財政状態

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり 自己資本比率
株主資本 （国内基準）

百万円 百万円 ％ 円  銭 ％

18年  3月期 4,253,770 △ 387,974 △ 9.1 △ 605.50 △ 18.51

17年  3月期 3,949,019 △ 562,269 △ 14.2 △ 802.46 △ 26.57

（注）①期末発行済株式数　普通株式（額面）　　18年  3月期      884,880,355　株　　　17年  3月期      884,880,355  株

      ②期末自己株式数     18年  3月期                 －  株      17年  3月期             　　　－  株

      ③自己資本比率は、自己資本比率規制上の自己資本比率を記載しております。
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「１．１８年３月期の業績」指標算式 
 
○１株当たり当期純利益 

  当期純利益－優先株式配当金総額 
期中平均普通株式数※ 

 
○株主資本当期純利益率 

当期純利益－優先株式配当金総額 
｛（期首株主資本－期首発行済優先株式数×発行価額）＋（期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額）｝÷２ 

×１００ 

 
○経常収支率 

経 常 費 用 
経 常 収 益 ×１００ 

 
○株主資本比率 

期末資本の部合計 
期末負債の部合計＋期末資本の部合計 ×１００ 

 
○１株当たり株主資本 

期末資本の部合計－期末発行済優先株式数×発行価額－優先株式配当金総額 
期末発行済普通株式数※  

 
※ 自己株式を除く 
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株式会社　足利銀行

（金額単位：百万円）

科 目 金　　　　　　　額 科 目 金　　　　　　　額

95,902 4,310,479

現 金 58,074 当 座 預 金 149,061

預 け 金 37,827 普 通 預 金 1,892,605

98,347 貯 蓄 預 金 67,635

11,350 通 知 預 金 38,505

2,022 定 期 預 金 1,872,914

商 品 国 債 1,939 定 期 積 金 21,667

商 品 地 方 債 83 そ の 他 の 預 金 268,089

1,836 12,000

899,996 50,000

国 債 554,193 157,200

地 方 債 83,258 89

社 債 67,624 借 入 金 89

株 式 131,075 789

そ の 他 の 証 券 63,844 売 渡 外 国 為 替 703

3,199,161 未 払 外 国 為 替 86

割 引 手 形 49,258 29,533

手 形 貸 付 360,696 未 決 済 為 替 借 675

証 書 貸 付 2,368,595 未 払 法 人 税 等 214

当 座 貸 越 420,610 未 払 費 用 4,365

3,289 前 受 収 益 2,849

外 国 他 店 預 け 2,612 給 付 補 て ん 備 金 3

買 入 外 国 為 替 142 金 融 派 生 商 品 1,434

取 立 外 国 為 替 534 そ の 他 の 負 債 19,990

20,003 19,516

未 決 済 為 替 貸 154 7,392

前 払 費 用 43 54,743

未 収 収 益 4,718 4,641,744

金 融 派 生 商 品 5,050

繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 146

そ の 他 の 資 産 9,889

25,943 147,429

土 地 建 物 動 産 24,205 △ 569,472

建 設 仮 払 金 121 当 期 未 処 理 損 失 569,472

保 証 金 権 利 金 1,616 当 期 純 利 益 160,396

54,743 34,068

△ 158,827 △ 387,974

4,253,770 4,253,770

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売 渡 手 形

譲 渡 性 預 金金 銭 の 信 託

有 価 証 券 コ ー ル マ ネ ー

資 本 金

第１９５期（平成１８年３月３１日現在）貸借対照表

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

預 金現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

借 用 金

資 産 の 部 合 計

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

動 産 不 動 産

資 本 の 部 合 計

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

その他有価証券評価差額金

利 益 剰 余 金

外 国 為 替

（ 資 本 の 部 ）

そ の 他 資 産

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

貸 出 金

外 国 為 替

- 40 -
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第１９５期
　　平成１７年　４月　１日

平成１８年　３月３１日
から
まで

損益計算書

（金額単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

経 常 収 益 102,629
資 金 運 用 収 益 77,393

貸 出 金 利 息 64,869
有 価 証 券 利 息 配 当 金 6,219
コ ー ル ロ ー ン 利 息 634
預 け 金 利 息 254
そ の 他 の 受 入 利 息 5,416

役 務 取 引 等 収 益 17,382
受 入 為 替 手 数 料 5,865
そ の 他 の 役 務 収 益 11,516

そ の 他 業 務 収 益 1,410
外 国 為 替 売 買 益 605
商 品 有 価 証 券 売 買 益 6
国 債 等 債 券 売 却 益 258
国 債 等 債 券 償 還 益 302
金 融 派 生 商 品 収 益 237
そ の 他 の 業 務 収 益 0

そ の 他 経 常 収 益 6,442
株 式 等 売 却 益 5,021
金 銭 の 信 託 運 用 益 11
そ の 他 の 経 常 収 益 1,408

経 常 費 用 59,483
資 金 調 達 費 用 7,085

預 金 利 息 7,001
譲 渡 性 預 金 利 息 1
コ ー ル マ ネ ー 利 息 3
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 0
売 渡 手 形 利 息 4
借 用 金 利 息 31
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 5
そ の 他 の 支 払 利 息 39

役 務 取 引 等 費 用 4,274
支 払 為 替 手 数 料 1,012
そ の 他 の 役 務 費 用 3,262

そ の 他 業 務 費 用 50
国 債 等 債 券 売 却 損 50

営 業 経 費 44,273
そ の 他 経 常 費 用 3,798

貸 出 金 償 却 1,620
株 式 等 償 却 29
貸 出 金 売 却 損 951
匿 名 組 合 事 業 損 失 25
そ の 他 の 経 常 費 用 1,171

経 常 利 益 43,146

( )

- 41 -



株式会社　足利銀行

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

特 別 利 益 122,388
動 産 不 動 産 処 分 益 554
償 却 債 権 取 立 益 6,350
貸 倒 引 当 金 取 崩 益 93,544
退職給付の代行返上による利益 21,939

特 別 損 失 5,052
動 産 不 動 産 処 分 損 335
減 損 損 失 1,430
そ の 他 3,286

税 引 前 当 期 純 利 益 160,482
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 86
当 期 純 利 益 160,396
前 期 繰 越 損 失 729,869
当 期 未 処 理 損 失 569,472

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株式会社　足利銀行

　第１９５期　損失処理計算書
（金額単位：円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

当 期 未 処 失 569,472,833,726理 損

次 期 繰 越 損 失 569,472,833,726
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重要な会計方針 
 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っておりま

す。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により

算定）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株

式および関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価の

あるものについては決算日の市場価格等（ただし株式については決算期末月１カ月の市場

価格等の平均）に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものにつ

いては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価

証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

(2) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(1)と同じ方法によ

り行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

 (1)動産不動産 

定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建 物  3 年～50 年 

     動 産  3 年～20 年 

(2)ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法により償却しております。 

５．引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債

権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分

可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ

る債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める

額を計上しております。 

貸出条件緩和債権を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元

本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債

権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金

額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）によ

り引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

等に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産査定

を実施し、当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づ

いて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先等に対する担保・保証付債権等については、債権額から担

保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額と
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して債権額から直接減額しており、その金額は 62,357 百万円であります。 

 (2)退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しており

ます。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりでありま

す。 

過去勤務債務    その発生年度に全額損益処理 

数理計算上の差異  各発生年度の翌年度に全額損益処理 

なお、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 18

年 3 月 1 日に厚生労働大臣から過去分支給義務免除の認可を受けました。これに伴い、当

期において「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第 13 号）第 44-2 項に基づく会計処理により発生した収益 21,939 百万円を、特

別利益に計上しております。 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

８．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスクヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金

融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」という。）に規定する繰延

ヘッジによっておりますが、当期につきましては、該当するヘッジ取引はありません。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第 25 号。以下「業種別監査委員会報告第 25 号」という。）に規

定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債

権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引

等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨

ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しておりま

す。 

９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に

係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。 
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重要な会計方針の変更 
 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会平成 14年 8月 9日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第 6 号平成 15 年 10 月 31 日））を当期から適用しております。これによ

り税引前当期純利益は 1,430 百万円減少しております。 

なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省令第 10 号）に基づき減価

償却累計額を直接控除により表示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の

金額から直接控除しております。 

 

 

注記事項 
 

（貸借対照表関係） 

１．子会社の株式総額       29,020 百万円 

なお、本項の子会社は、銀行法第 2 条第 8 項に規定する子会社であります。 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は 5,954 百万円、延滞債権額は 139,532 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他

の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな

かった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう

ち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1項第 3 号のイからホまでに掲げる

事由又は同項第 4 号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．貸出金のうち、3 カ月以上延滞債権額は 386 百万円であります。 

なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが、約定支払日の翌日から 3 月以

上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 102,974 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを

行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 3 カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、3 カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

248,847 百万円であります。 

なお、上記 2.から 5.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。こ

れにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は

（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は 49,401

百万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

   担保に供している資産 

    有価証券   366,333 百万円 

    現金        2 百万円 

   担保資産に対応する債務 

    預金      76,773 百万円 

コールマネー  50,000 百万円 

売渡手形   157,200 百万円 

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用と

して、有価証券 113,355 百万円を差し入れております。 
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８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金

を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、1,104,224

百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可

能なものが 1,103,845 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、

当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項

が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴

求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必

要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

９．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で「繰延ヘッジ損失」として計上しておりま

す。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は 949 百万円、繰延ヘッジ利益の総額は 803

百万円であります。 

10．動産不動産の減価償却累計額       31,353 百万円 

11．動産不動産の圧縮記帳額            2,581 百万円 

      （当期圧縮記帳額              －百万円） 

12．会社が発行する株式の総数  普通株式               1,900,000 千株 

                      甲種優先株式             210,000 千株 

                      乙種優先株式              90,000 千株 

    発行済株式総数              普通株式                 884,880 千株 

                      第一回甲種優先株式       150,000 千株 

                      第二回甲種優先株式        60,000 千株 

                      第一回乙種優先株式        85,640 千株 

13. 商法施行規則第 92 条に規定する「貸借対照表上の純資産額から新株式払込金（又は新株式

申込証拠金）、土地再評価差額金及び株式等評価差額金の合計額を控除した金額」から「資本

金、資本準備金及び利益準備金の合計額」を差し引いた資本の欠損の額は 569,472 百万円で

あります。 

14．商法施行規則第 124 条第 3 号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は

34,019 百万円であります。 

 

（損益計算書関係） 

１．その他の経常費用には、債権売却に伴う債権回収費用 700 百万円、債権売却に伴う損失 182

百万円を含んでおります。 

２．その他の特別損失は、前期債権売却清算損 3,286 百万円であります。 

３．当行は、当期において統廃合予定の店舗及び遊休施設 49 件の固定資産について減損損失を

計上しております。 

これらの固定資産は、使用方法の変更や市場価額の著しい下落により、割引前キャッシ

ュ・フローの総額が帳簿価額に満たないため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少

額 1,430 百万円（土地 1,034 百万円、建物 396 百万円）を減損損失として特別損失に計上し

ております。 

営業用店舗につきましてはフルバンキング店舗を核とした店舗グループをグルーピング

の単位にしており、統廃合予定の店舗及び遊休施設については各々独立した単位としており

ます。また、本部、電算センター、寮・社宅等については共有資産としております。 

なお、当期において減損損失の測定に使用した回収可能額は正味売却額によっており、主

として不動産鑑定評価基準に基づき算定しております。 
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リース取引関係 

 

平成１７年度 
（自：平成 17 年 4月 1 日 至：平成 18 年 3月 31 日） 

平成１６年度 
（自：平成 16 年 4月 1 日 至：平成 17 年 3月 31 日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

動 産 

取得価額相当額     4,192 百万円 

減価償却累計額相当額 3,534 百万円 

減損損失累計額相当額    － 百万円 

期末残高相当額     657 百万円 

その他 

取得価額相当額         － 百万円 

減価償却累計額相当額    － 百万円 

減損損失累計額相当額    － 百万円 

期末残高相当額        － 百万円 

合 計 

取得価額相当額     4,192 百万円 

減価償却累計額相当額 3,534 百万円 

減損損失累計額相当額    － 百万円 

期末残高相当額      657 百万円 

 ・未経過リース料期末残高相当額 

     １年内       499 百万円 

          １年超         325 百万円 

          合 計        824 百万円 

 ・リース資産減損勘定の期末残高   － 百万円 

 ・当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損

損失 

支払リース料           1,119 百万円 

リース資産減損勘定の取崩額  － 百万円 

減価償却費相当額        991 百万円 

支払利息相当額            61 百万円 

減損損失           － 百万円 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

  該当ありません。 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

動 産 

取得価額相当額     7,441 百万円 

減価償却累計額相当額 5,792 百万円 

期末残高相当額    1,649 百万円      

その他 

取得価額相当額          －百万円 

減価償却累計額相当額     －百万円 

期末残高相当額         －百万円 

合 計 

取得価額相当額     7,441 百万円 

減価償却累計額相当額 5,792 百万円 

期末残高相当額     1,649 百万円 

 ・未経過リース料期末残高相当額 

     １年内      1,058 百万円 

          １年超        824 百万円 

          合 計       1,883 百万円 

 ・当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

支払リース料       1,490 百万円 

減価償却費相当額   1,332 百万円 

支払利息相当額       126 百万円 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

  該当ありません。 

 

有価証券関係 

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

平成１７年度 
平成 18 年 3月 31 日現在 

平成１６年度 
平成 17 年 3月 31 日現在 

  該当ありません。   該当ありません。 
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税効果会計関係 

 

平成１７年度 
（自：平成 17 年 4月 1 日 至：平成 18 年 3月 31 日） 

平成１６年度 
（自：平成 16 年 4月 1 日 至：平成 17 年 3月 31 日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額   74,025 百万円

有価証券償却損金算入限度超過額 26,438 百万円

繰越欠損金                    219,100 百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 13,115 百万円

所有不動産評価損、減損および減価償却 

 損金算入限度超過額       3,243 百万円

その他                          3,063 百万円

繰延税金資産小計                338,986 百万円

 評価性引当額          △338,986 百万円

 繰延税金資産合計                 - 百万円

 

 

繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額          7,392 百万円

繰延税金負債合計                   7,392 百万円

  繰延税金負債の純額             7,392 百万円

 

 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額  168,853 百万円

有価証券償却損金算入限度超過額 32,603 百万円

繰越欠損金                    174,389 百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 19,497 百万円

所有不動産評価損および減価償却 

 損金算入限度超過額       2,958 百万円

貸出金未収利息             1,156 百万円

繰延ヘッジ損失一括処理額        1,039 百万円

その他                          3,148 百万円

繰延税金資産小計                403,648 百万円

 評価性引当額          △403,648 百万円

 繰延税金資産合計                 - 百万円

 

 

繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額          2,441 百万円

繰延税金負債合計                   2,441 百万円

  繰延税金負債の純額             2,441 百万円

 

 

 

 

 

 

期末発行済株式数及び期中平均株式数 

（単位：株） 

種   類 期末発行済株式数 期中平均株式数 

普通株式                884,880,355                884,880,355 

第一回甲種優先株式                150,000,000                150,000,000 

第二回甲種優先株式                 60,000,000                 60,000,000 

第一回乙種優先株式                 85,640,000                 85,640,000 
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（金額単位：百万円）

科 目 平成１７年度 平成１６年度 比　　較

95,902 108,783 △ 12,881

98,347 141,162 △ 42,815

11,350 11,743 △ 393

2,022 3,163 △ 1,140

1,836 2,080 △ 244

899,996 707,735 192,260

3,199,161 3,185,542 13,619

3,289 2,791 498

20,003 18,703 1,299

25,943 27,796 △ 1,853

54,743 59,911 △ 5,167

△ 158,827 △ 320,148 161,321

－ △ 247 247

4,253,770 3,949,019 304,750

4,310,479 4,360,095 △ 49,616

12,000 8,100 3,900

50,000 － 50,000

157,200 － 157,200

89 1,024 △ 934

789 502 287

29,533 41,207 △ 11,673

19,516 38,007 △ 18,491

7,392 2,441 4,950

54,743 59,911 △ 5,167

4,641,744 4,511,289 130,455

147,429 147,429 －

－ － －

資 本 準 備 金 － － －

△ 569,472 △ 729,869 160,396

当 期 未 処 分 利 益

（ △ は 当 期 未 処 理 損 失 ）

当 期 純 利 益 160,396 121,996 38,399

34,068 20,169 13,899

△ 387,974 △ 562,269 174,295

4,253,770 3,949,019 304,750

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

△ 729,869 160,396

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

（ 資 本 の 部 ）

資 本 の 部 合 計

△ 569,472

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

動 産 不 動 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

借 用 金

コ ー ル マ ネ ー

投 資 損 失 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（ 負 債 の 部 ）

預 金

繰 延 税 金 負 債

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

比較貸借対照表（主要内訳）

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

退 職 給 付 引 当 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

譲 渡 性 預 金

売 渡 手 形
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比較損益計算書（主要内訳）

（金額単位：百万円）

科　　　　　目 平成１７年度 平成１６年度 増減額

経 常 収 益 102,629 111,079 △ 8,450

資 金 運 用 収 益 77,393 79,825 △ 2,431

（貸 出 金 利 息）( 64,869 ) ( 71,923 ) ( △ 7,054 )

（有 価 証 券 利 息 配 当 金）( 6,219 ) ( 5,204 ) ( 1,014 )

役 務 取 引 益 17,382等 収 15,884 1,498

そ の 他 業 益 1,410務 収 1,498 △ 87

そ の 他 経 益 6,442常 収 13,872 △ 7,429

経 常 費 用 59,483 70,196 △ 10,713

資 金 調 達 費 用 7,085 4,384 2,701

（預 金 利 息）( 7,001 ) ( 4,282 ) ( 2,718 )

役 務 取 引 用 4,274等 費 4,087 187

そ の 他 業 用 50務 費 286 △ 235

営 業 44,273経 費 44,524 △ 251

そ の 他 経 用 3,798常 費 16,913 △ 13,115

経 常 利 益 43,146 40,882 2,263

特 別 利 益 122,388 81,319 41,069

特 別 損 失 5,052 119 4,932

税 引 160,482前 当 期 純 利 益 122,082 38,400

法人税 税 86、住民税及び事業 85 0

当 期 純 160,396利 益 121,996 38,399

前 期 繰 失 729,869越 損 851,866 △ 121,996

中 間 配 －当 額 － －

利 益 －準 備 金 積 立 額 － －

当 期 未 処 分 利 益
△ 569,472 △ 729,869 160,396

（ △ は 当 期 未 処 理 損 失 ）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株式会社　足利銀行

比較損失処理計算書

（金額単位：百万円）

科　　　　目 １７年度 １６年度 比　　較

当 期 未 処 理 損 失 569,472 729,869 △ 160,396

次 期 繰 越 569,472損 失 729,869 △ 160,396

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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